
３ 平成７年徳島県産業連関表の特徴 

生産額の５０％を占める第３次産業 

 平成７年の県内生産額は、４兆７５７１億円であった。全国の生産額９３７兆１００６億円の０．５１％とな

っている。 

 また、平成７年の県内生産額は、平成２年と比較して１０．１％増加し、これは、全国の生産額の伸び

７．４％を上回った。 

 産業ごとの構成比は、第１次産業が４．５％、第２次産業が４４．０％、第３次産業が５１．５％となってお

り、第３次産業が構成比の５０％を超えるに至った。全国と比較すると、本県では第１次産業と第２次産

業の割合が高くなっている。 

 １３部門で順位をみてみると、製造業（３２．５％）、サービス業（２１．４％）が全国と同様、１位２位を占

めているが、全国では５位の建設業が、本県では１１．４％で３位となって、商業、金融・保険・不動産業と

続いている。 

 生産額の増減率を１３部門でみると、漁業以外は全てプラスの伸びとなった。特にサービス業、運輸・

通信業の伸びが顕著である。また、製造業、建設業は全国においてマイナスの伸びであったことに対し

て、本県においてはプラスであった。 

 県全体の増減幅の構度合いを示す増加寄与をみてみると、平成２年表では１位が製造業次いでサー

ビス業、建設業であったが、平成７年表では１位がサービス業、２位は運輸・通信業と変化しているのが

みてとれる。 

 本県・全国とも第３次産業が増加寄与の５０％以上を占めていることから、経済成長のけん引力は、第

３次産業へ移行したことがわかる。 
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特化のすすむ農林水産業、化学製品工業 

 本県の経済の特徴を、本県の構成比を全国の構成比で除した特化係数からみてみると、３４部門分類

で本県が１を超えている産業は、次の１４業種である。 

 パルプ・紙・木製品（3.598）、林業（3.000）、水産業（2.935）、農業（2.592）、化学製品（2.158）、食料品

（2.006）、医療・保健・社会保障（1.534）、繊維製品（1.525）、公務（1.444）、その他の公共サービス

（1.370）、教育・研究（1.332）、建設（1.213）、電力・ガス・熱供給（1.081）、通信・放送（1.002） 

 

 農業からみてみると、耕種農業は、だいこん、にんじん、イチゴ、ほうれんそう、たけのこ、きゅうり、なす

などの野菜をはじめ、ミカン、スダチなどの果実 や穀類、甘藷や花きなどの生産が多く、県外へ出荷され

ている。畜産業においても、ブロイラー、生乳、肉用牛、豚の生産の多くが、県内で加工され、県外へ移 

出されている。 

 本県では、面積の約８割を林野が占めるため、素材・育林等の生産が大きいほか、椎茸などの特用林

産物も多く産出している。 

 水産業では、ワカメなどの海面養殖、あゆ・うなぎなどの内水面漁業・養殖業のウエイトが全国と比べ

ると高くなっている。 

 製造業についてみると、生産ウエイト、特化係数とも高いパルプ・紙・木製品工業、化学製品工業、食

料品工業などは本県の主力産業と言える。地場産業であ る家具・装備品工業や製材・木製品をはじめ、

臨海部には大手の製紙工場が立地している。また９３部門分類で特化係数１位の無機化学基礎製品を

はじめ医薬 品・化学肥料などの生産も大きい。 

 食料品では、たばこや清涼飲料水、畜産食料品、めん・パン・菓子類、その他の食料品などの生産が

大きくなっている。 

 製造業では、その他の一般機器、化学繊維、衣服などの特化係数も高くなっている。 

 建設は、土木の特化係数が高く、高速道路などの公共事業の工事が進んだためと考えられる。 

 構成比を伸ばしている第３次産業をみてみると、公務や医療・保健・社会保障・教育・その他の公共サ

ービスの特化度が高くなっている。 
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中間投入比率は微減 

 産業連関表を縦にみていくと、個々の産業が投入した経費の内訳が記されている。 

 生産要素は、原材料や燃料などに要した費用を示す中間投入部門と人件費や営業余剰、資本減耗引

当などの費用項目の粗付加価値部門とに大別されている。 

 平成７年の１年間の財貨・サービスの生産に要した経費は４兆７５７１億円、うち原材料等の中間投入

額は２兆１５３７億円で中間投入比率は経費全体の４５．３％を占めている。 

 

 中間投入比率は、昭和５５年表から徐々に低下してきており、平成７年も、平成２年の中間投入比率４

５．５％からわずかだが減少している。 

 これは、原材料を多く使用する製造業中心の産業構造から、粗付加価値率の高い第３次産業中心の

経済へと構造が変化してきていることを物語っている。 

 本県の第１次産業では、全国より中間投入率が高く、製造業では、全国より低い結果となっている。こ

れは、本県の農業では野菜や花きの栽培が盛んで、原材料を多く必要とする構造を有しているものと考

えられる。 

 また、本県の製造業のうち、食料品や繊維、一般機械工業で中間投入比率が全国より低い結果となっ

ている。 

 製造業では一般的に、電気機械、化学製品、パルプ・紙・木製品、鉄鋼業などの中間投入が大きくなっ

ているが、これらの事業所は、比較的大規模なものであ るとイメージでき、機械化により人間が介在す

る生産工程が少ないことも中間投入比率が高くなっている理由であると考えられる。 

 

 中間投入の内訳を財貨とサービスに分けてみると、財貨の投入は減少し、サービス投入の比率は、平

成２年（４１．２％）より５％増加して４６．２％となった。 

 一般的に財貨の投入が多いのは、第１次産業と第２次産業であり、第３次産業ではサービスの投入が

大きくなっているが、第２次産業の中でも、輸送に依存す る割合の大きい鉱業、窯業・土石製品、研究に

投入する割合の大きい化学製品などは比較的サービスの投入が大きく、また、第３次産業の中でも、燃

料の投入の 大きい電気・ガス業、使用する薬品等の消費が大きい医療・保健・社会保障などは、財貨の

投入が大きくなっている。 
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粗付加価値部門の構造 

 生産額から原材料などの中間投入を差し引いたものが粗付加価値であり、県内の生産活動により価

値が加えられた部分で、県民経済計算では生産額と言われる部分である。 

 粗付加価値額は、２兆６０３５億円で平成２年と比較して１０．７％増加した。 

 雇用者に支払われた賃金、手当等は１兆３５２６億円であり、粗付加価値部門の約半分を占める。 

 営業余剰は、個人事業種の所得を含んでいるため、個人事業種が多い農業が盛んな本県では、全国

に比べ構成比が高くなっている。 

 事業所等で所持している設備等は、決められた割合の減価償却が認められており、機械化が進んだ

結果、原価償却額も増加し、平成２年表より２３．６％の増加となった。 

 なお、平成２年表では営業余剰に計上していた消費税を平成７年表では間接税に計上したため、営業

余剰は２．７％減少し、間接税が大幅な増加となった。 
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需要（産出）の構造 

 産業連関表を横に見ると、各々の産業の財貨サービスがどの部門に販売されているかをみることがで

きる。 

 販売先は大きく分けて、中間財として県内に販売される中間需要、消費や投資として家計や企業へ販

売される県内の最終需要、そして県外からの需要（移輸出）からなる。 

 

 総需要は、６兆３９７３億円で、平成２年表では５兆７３３８億円であった。 

 総需要に占める中間需要の構成比は、昭和５５年から徐々にではあるが減少し、平成７年では３３．

７％となった。 

 中間需要を差し引いた最終需要計は４兆２４３６億円で、平成２年表の３兆７６７５億円と比べ１２．６％

の大幅な伸びとなった。 

 内訳では、一般政府消費支出の伸びが著しく、他に移輸出及び県内総固定資本形成も着実な伸びを

みせている。 

 これは、従来、家計消費支出に帰属的に計上されていた政府あるいは医療保険負担分の医療費及び

教科用図書の現物給付が政府消費支出に計上替えされたためである。 

 

 

県際取引は、移輸入・移輸出とも増加 

 県境を超えた取引を平成２年表と比較してみると、第１次産業については移輸出が増加、移輸入はほ

ぼ横ばいであるが、第２次産業、第３次産業は、移輸入・移輸出ともに増加という結果になった。県計で

みると約９００億円、移輸入額が増加した。 

 

 移輸出額では、食料品、化学製品、パルプ・紙・木製品の３業種が群を抜き大きい。 

 移輸入額では、商業、食料品、化学製品などが大きくなっている。 

 移輸出が大きく伸びたものとしては、農業・漁業・食料品・繊維製品・化学製品・窯業・土石製品、一般

機械工業、対個人サービスなどがある。 

 移輸入で増加した業種としては、食料品、繊維製品、化学製品、輸送機械、その他の製品などがある。

 移輸出と移輸入に関しては、全国の商品市況や、企業個々の生産計画にも大きく左右されるが、移

出・移入ともに増加している業種についてみると、一般的に生産品目が多種多様である。 

このような業種では、近年の多様化した消費も反映し、それぞれの地域でそれぞれ異なる製品の生産が

分担され、それらが県域を超え取引されているためと考えられる。 

 紙・パルプ・木製品に関しては、移輸出・移輸入とも減少しているが、近年の住宅着工の低迷などに伴

い家具、装備品の生産が落ち込んでいることなどが、その理由のひとつとして考えられる。 

 サービス業に関しては、一部の例を除き、消費地に事業所が立地する性格を持っているため、移出入
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の盛んな財より地元向けに供給される割合が高い傾向となっている。 

 

 移輸出・移輸入を差し引いた県際収支の経年変化をみてみると、第１次産業では、その年の作柄等に

より大きく変動するが、第２次・３次産業においては、平成２年・７年ともほぼ同様の傾向を示していること

がわかる。 

 

 



    
 


